
 

 

市原ショートステイ 重要事項説明書 

 

当事業所は京都市長の指定を受けた介護保険法指定短期入所生活介護事業所、指定介護予防短期入所生活

介護事業所です。（指定事業者番号：京都市 第７０６０００１０号） 

当事業所は、ご利用者に対して指定短期入所生活介護サービス・指定介護予防短期入所生活介護サービス

を提供します。当施設の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご不明な点がございましたらお尋ね下

さい。 

 

１．当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

  電話  （０７５）７４１－２２５２ 

  担当  生活相談員 

    ※ 御不明な点はなんでもお尋ね下さい。 

 

２．事業者 

（１）法人名     社会福祉法人 市原寮 

（２）所在地     京都市左京区静市市原町１２７８番地 

（３）電話番号    （０７５）７４１－２１０２ 

（４）代表者氏名   理事長  森 京子 

  

３．事業所の概要 

（１）事業所の種類  指定短期入所生活介護事業所 

           指定予防介護短期入所生活介護事業所 

（２）事業所の所在地 京都市左京区静市市原町１２７８番地  市原寮 西棟２階 

（３）事業の目的      当事業所は、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、自立支援の観点に立った効果的、効率的な目標指向型のサービスを

目的とします。また要介護状態等となった場合において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事等の介護、そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能

の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ることに資する

ことを目的とします。 

（４）事業所の名称  市原ショートステイ 

（５）電話番号    （０７５）７４１－２２５２／ＦＡＸ（０７５）７０５－６０１１ 

（６）管理者     薦田 周平  

（７）開設年月日   平成１２年４月１日（指定短期入所生活介護事業所） 

           平成１８年４月１日（指定介護予防短期入所生活介護事業所） 

（８）指定有効期間  令和２年４月１日～令和８年３月３１日（短期入所生活介護） 

             令和２年４月１日～令和８年３月３１日 （介護予防短期入所生活介護） 

（９）第三者評価の実施状況 令和５年３月１３日（評価機関：特定非営利活動法人 カロア） 

              結果を掲示、ホームページで公表 



 

 

（１０）事業の運営方針 

１．常に懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等につ

いて、理解をしやすいように説明を行い、提供するサービスについてあらかじめ同意を得る

ものとします。 

２．利用者の心身の状況により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、又

は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために、一時的に居宅において日

常生活を営むのに支障がある者を対象に、サービスの提供を開始します。 

３．介護予防短期入所生活介護サービス、短期入所生活介護サービスの提供は、保健医療サービ

ス提供者及び福祉サービス提供者と綿密に連携して、利用者が介護予防短期入所生活介護、

短期入所生活介護の提供の開始前から終了までの間、保健医療サービス及び福祉サービスが

できるようにいたします。 

４．利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等、利用者の心身の

状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を適切に行います。 

５．利用者に対し、生命又は身体を保護するためやむを得ない場合を除き、身体的拘束その他行

動を制限する行為を行いません。 

６．介護予防短期入所生活介護、短期入所生活介護の提供において、自らその提供する短期入所

生活介護の質の評価を行い、常にその改善に努めます。なお、介護支援の課題分析には包括

的自立支援プログラム等を用います。 

７．常に衛生管理に留意し、施設及び使用するものの清潔を保ち、定期的に消毒を実施します。 

８．利用者又はその家族等から相談を受けた事項について秘密を守ります。 

９. 高齢者の権利が侵害される、又は生命や健康、生活が損なわれるような事態が予測されるな

ど、支援が必要な場合には、高齢者虐待防止法の取扱いに準じて、必要な援助を行うものと

すると共に、人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行い、又従業者に対し

て研修等の措置を講じるものとする。 

    10. 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要

且つ相当な範囲を超えたものにより、介護支援専門員の就業環境が害される事を防止するた

めの必要な措置を講じるものとする。また、利用者及び家族等の関係者による暴力・暴言、

過剰または不合理な要求、合理的範囲を超える時間的・場所的拘束、その他ハラスメント行

為により、介護支援専門員の就業環境が害されることを防止するための必要な措置を講じる

ものとする。 

  

（１１）事業所の通常の実施地域 

    原則、左京区及び北区内とします。（但し、今出川通より以北、千本通より以東） 

１．通常の事業の実施地域外からの利用申請者については、居宅介護支援事業所と連携を図り、

利用申請者に不利益が生じないように対応する。 

（１２）営業日及び営業時間 

当事業所の営業日及び営業時間は、社会福祉法人市原寮就業規則等に準じて定めます。 

１．営業日は、毎日とします。ただし、庶務や会計の業務は土曜日、日曜日、１２月２９日、 

１２月３０日、１２月３１日、１月１日、１月２日、及び１月３日は休日とします。 

２．受付時間は午前９時から午後６時迄とします。 



 

 

（１３）利用定員 

利用定員は６名とします。 

 

４．職員の配置状況 

当事業所の職員配置については下記の通りとし、介護・看護職員３：１の指定基準を充たしています。 

（１）管理者         常勤 1 人（兼務） 

   （２）生活相談員       常勤換算法で 1 人以上 

併設の介護老人福祉施設と兼務（常勤 1 人を配置） 

   （３）介護職員及び看護職員   常勤換算法で３３．４人以上 

併設の介護老人福祉施設と兼務（うち常勤 1 人以上を配置） 

   （４）調理員その他の職員数  事業所の実情に応じた適当数 

 

※管理者以外は同一敷地内の介護老人福祉施設と兼務 

 

５．課題等の把握 

利用者の生活全般の問題点を明らかにし、解決すべき課題を把握するため、施設のアセスメント表を 

を使用します。 

 

６．サービス計画書 

（１）介護予防短期入所生活計画書及び短期入所生活介護計画書（以下「計画書」という）を作成す

るために利用者の心身の状況、希望及びその置かれている状況並びに家族等の介護者の状況を

十分に把握し、当該目標を達成するための具体的なサービス内容を記載した利用者それぞれに

応じた計画書を作成します。計画書は利用者又はその家族にその内容等について説明し交付し

ます。なお、利用者についてすでに介護予防居宅サービス計画および居宅介護サービス計画が

作成されている場合は、その計画に沿った計画書を作成します。 

（２）計画書に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

 

７．サービス担当者会議 

（１）介護予防短期入所生活計画書及び短期入所生活介護計画書（以下「計画書」という） 

原案を作成するため、生活相談員、介護職員、その他関係職員よるサービス担当者会議を 

実施し、次のことを協議します。 

① 計画書の作成にあたって、介護予防居宅サービス計画および居宅介護サービス計画の当該計画書

の内容に沿った、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービス援助内容及び、

利用者の心身の状況・希望・生活環境を踏まえ援助する上で注意すべきこと。 

②  会議は、計画作成担当者が主幹します。 

 

８．短期入所生活介護支援記録 

（１）介護予防短期入所生活介護、短期入所生活介護を提供したときは、提供日、内容及び利用者に

代わって支払いを受ける介護報酬の額等を所定の書式に記録します。 

（２）介護予防短期入所生活介護事業、短期入所生活介護事業を行う上で必要なことを記録するため

にケース記録及び利用者負担金収納簿等を整備します。 



 

 

９．サービスの概要 

サービス方法及び内容は次の通りです。 

（１）利用者の人格に十分配慮し、在宅生活へ復帰することを念頭において介護を行なう。 

      また、利用者の家庭環境を踏まえて身体機能の維持・向上が図られるよう適切な介護サービ

スを提供します。 

（２）介護予防については、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、自

立支援に向けた支援を行います。 

（３）介護については、利用者に負担を求めることなく、常時１人以上の職員によって、次の介助

を行います。 

１．利用者に１週間に２回以上、適切な方法により、入浴又は清拭をします。 

２．利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排泄の自立について援助します。 

３．おむつを利用せざるを得ない利用者には、適切におむつ交換します。 

４．利用者に対し、離床、着替え、整容等の日常用生活上の援助を行ないます。 

（４）食事の提供にあたっては、栄養状態を定期的に把握し、栄養状態に応じた栄養管理を行うよ

う努めるとともに摂食、嚥下機能その他の身体状況や、食形態、嗜好等にも配慮した適切な

栄養量及び内容で提供します。 

（５）医師又は看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のため、適切

な処置を行う。 

（６）常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又はその家

族に対し、その相談に応じ、必要な助言その他の援助を行います。 

（７）教養娯楽等の設備を整え、適宜利用者のためのレクリエーション行事を行います。 

（８）常に利用者の家族との連携を図るよう努めます。 

（９）利用者が独自で入退所できない場合の送迎を行います。 

（１０）利用者が選択する慰安娯楽等を提供します。 

（１１）利用者が選択する介護用品、日用品を提供又は貸与します。 

 

１０．身体拘束廃止 

   身体拘束廃止について次の通り行います。 

（１）当事業所は、利用者の意思および人格を尊重し、自傷他害の恐れがある等緊急やむを得ない

場合以外原則として利用者に対して身体拘束、その他利用者の行動を制限する行為は行いま

せん。 

（２）利用者の生命、又は身体を保護する為、緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、利用者本人

や家族に説明し、書面にて同意を得て実施するとともに、その様態及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１１．利用料 

   利用料及びその他の費用は、次の通り定めます。 

（１）介護保険サービスの本人負担分の支払いを負担額とします。（負担割合については負担割合証等

にて確認します）その他の介護給付費の請求、受領につきましては、法定代理受領により、当

事業所に権限を委任していただきます。 



 

 

（２）食費は食材費、調理費用相当分の額とします。 

（３）法令で定める居住費。 

（４）利用者が希望する介護用品、日用品類はそれに表示された額をいただきます。 

（５）以上の他、費用の徴収が生ずる場合は、職員が説明し、同意を得ることとします。 

（６）支払方法は、窓口にて都度払い及び、一括払い、その他の金融機関からの一括引き落としとし

ます。お支払頂きますと領収書を発行します。 

（７）利用料の負担軽減 

京都市社会福祉法人利用者負担軽減制度 

当施設では、京都市からの助成を受けて利用者の負担金（介護費・食費・居住費）の一部を減

免する制度を実施しています。 

○対象者 

・市民税世帯非課税者であって、次の要件をすべて満たす者のうち、その者の収入や世帯状況、利

用者負担等を総合的に勘案し、特に生計が困難な者として市町村が認めた者。 

・年間収入が単身世帯で 150 万円（世帯員が 1人増えるごとに 50 万円加算した額）以下であること。 

・預貯金等の額が単身世帯で 350 万円（世帯員が 1人増えるごとに 100 万円を加算した額）以下であ

ること。 

・世帯が日常生活のために必要な資産以外に利用し得る資産を所有していないこと。 

・負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

・介護保険料を滞納していないこと。 

・生活保護を受給していないこと。 

減額割合については、介護費・食費・滞在費から 1／4（日常生活費を含まない）を減額します。

但し、老齢福祉年金受給者の減額割合は 1／2とします。 

※利用者負担軽減については、京都市各区役所への申請が必要になりますので、懇切丁寧にその内

容等について説明するものとします。 

 

 

◎介護保険対象（介護サービス費） 

サービス略称（介護予防） 利用料金（全額） 
利用者負担額

（１割） 

利用者負担額

（２割） 

利用者負担額

（３割） 

併設型介護予防短期生活介護費（Ⅱ）・１

【要支援１：４３８単位】 
４，６２０円 ４６２円 ９２４円 １，３８６円 

併設型介護予防短期生活介護費（Ⅱ）・２

【要支援２：５４５単位】 
５，７４９円 ５７５円 １，１５０円 １，７２５円 

サービス略称 利用料金（全額） 
利用者負担額

（１割） 

利用者負担額

（２割） 

利用者負担額

（３割） 

併設短期生活（Ⅱ）・１ 

【要介護１：６０３単位】 
６，３６１円 ６３６円 １，２６４円 １，９０８円 

併設短期生活（Ⅱ）・２ 

【要介護２：６７２単位】 
７，０８９円 ７０８円 １，４１６円 ２，１２４円 

併設短期生活（Ⅱ）・３ 

【要介護３：７３７単位】 
７，８５９円 ７８５円 １，５７０円 ２，３５５円 

併設短期生活（Ⅱ）・４ 

【要介護４：８１５単位】 
８，５９８円 ８５９円 １，７１８円 ２，５７７円 

併設短期生活（Ⅱ）・５ 

【要介護５：８８４単位】 
９，３２６円 ９３２円 １，８６４円 ２，７９６円 



 

 

◎介護保険対象（共通・加算） 

サービス略称（介護予防） 利用料金（全額） 
利用者負担額

（１割） 

利用者負担額

（２割） 

利用者負担額

（３割） 

夜勤職員配置加算（Ⅰ） 

【１３単位】 
１３７円 １４円 ２８円 ４２円 

若年性認知症利用者受入加算 

【１２０単位】 
１，２６６円 １２７円 ２５４円 ３８０円 

短期入所生活介護送迎加算（片道） 

【１８４単位】 
１，９４１円 １９５円 ３８９円 ５８３円 

緊急短期入所受入加算 

【９０単位】 
９４９円 ９５円 １９０円 ２８５円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

【２２単位】 
１８９円 １９円 ３８円 ５７円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 
サービス費に各種加算を加えた総単位数に１４.０％を乗じた単

位数 

※ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イは、介護職員の内、介護福祉士が 60％以上配置していることによる

加算です。 

※ 緊急短期入所受入加算は、利用者の状態や家族等の事情により緊急に短期入所生活介護を受けることが必

要となった場合に入所日から 7 日間算定します。（家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は 14 日間

算定します） 

 

◎保険外の実費負担金 

① 食費 

利用者負担段階 利用者負担額 

【第 1段階】市民税世帯非課税であり老人福祉年金受給者や生活保護受給者等 ３００円／日 

【第 2段階】市民税世帯非課税であり合計所得金額と課税年金収入額が合計で 80 万円以下の者等 

※本人の預貯金等が 650 万円以下（配偶者（世帯分離含む）がいる場合は夫婦合わせて 1,650 万円以下） 
６００円／日 

【第 3段階①】市民税世帯非課税であり本人の年金収入額＋その他の合計所得金額が 80万円越 120

万円以下※本人の預貯金等が 550 万円以下（配偶者（世帯分離含む）がいる場合は夫婦合わせて 1,550 万

円以下） 

１，０００円／日 

【第 3段階②】市民税世帯非課税であり本人の年金収入額＋その他の合計所得金額が 120 万円超 

※本人の預貯金等が 500 万円以下（配偶者（世帯分離含む）がいる場合は夫婦合わせて 1,500 万円以下 
１，３００円／日 

【第 4段階】上記に該当されない者 １， ５００円／日 

※ 食費の内訳 朝食（３２０円）昼食（６６０円）夕食（５２０円） 

 

② 居住費（水道光熱費） 

利用者負担段階 利用者負担額 

【第 1段階】 市民税世帯非課税であり老人福祉年金受給者や生活保護受給者等   ０円／日 

【第 2段階】 市民税世帯非課税であり合計所得金額と課税年金収入額が合計

で 80 万円以下の者等 

※本人の預貯金等が 1,000 万円以下（配偶者（世帯分離含む）がいる場合は夫

婦合わせて 2,000 万円以下） 

４３０円／日 

【第 3段階】 市民税世帯非課税であり利用者負担第 2 段階に該当されない者

等※本人の預貯金等が 1,000 万円以下（配偶者（世帯分離含む）がいる場合は

夫婦合わせて 2,000 万円以下） 

４３０円／日 

【第 4段階】上記に該当されない者 ９９０円／日 



 

 

③ その他 

項目 利用者負担額 備考 

おやつ代 １日 １００円 希望により提供するおやつ代 

電気器具使用料 １日 ５０円（２機種まで） １機種増えるごとに５０円プラス 

理美容代 実費 

 

１２．留意事項 

   利用者又はその家族は、次のことを守って下さい。 

（１）利用者の健康状態について、「主治医」による所定の診断書を提出して下さい。 

（２）利用者は、心身の状況について、看護職員に説明し、その後の指示を受けて下さい。 

（３）利用者が感染症疾患の場合は、医師診断のもと、利用を一時お断りすることがあります。 

（４）皮膚疾患等の治療のための薬品等を使用している場合は、それを持参して下さい。 

（５）利用者は、自立した日常生活ができるように予防に努め、身体の機能の維持向上のために努力し

て下さい。 

（６）利用者の家族は、利用者が利用期間を終了した場合に居宅に帰れないことの生じないようにして

下さい。 

（７）利用者は、被保険者証に変更がある場合や届け出の住所等に変更が生じた場合は申し出て下さい。 

（８）利用料を 3 か月以上滞納した場合は、支払いが完了するまで利用を中止する場合があります。 

 

１３．緊急時及び事故発生時等の対応 

（１）利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該

利用者に係る居宅介護支援事業所等に連絡を行うとともに、必要な措置を行います。 

（２）職員は、利用者が当事業所で心身の状態が急変し、呼吸困難等の状態になった場合は、次の通り

対応します。 

１．医師及び看護職員が利用者の心身状態を把握し、救急通報を行います。 

２．救急車が到着した場合は、看護職員又は介護職員は利用者に同伴し、協力医療機関等に赴き

ます。 

３．利用者の家族に緊急対応の状況を速やかに報告します。 

（３）利用者が当事業所から行方不明となった場合は、次の通り対応します。 

１．管理者の指示のもと警察署、交番に利用者の特徴、写真等の情報提供し、捜索を依頼します。 

２．家族に速やかに連絡します。 

３．全部署に利用者の行方不明の事態を連絡し、捜索の協力を要請します。 

４．職員は利用者を捜索します。 

（４）送迎に当たる職員は、利用者の送迎中に事故等に遭遇した場合は、次の通り対応します。 

１．利用者の心身の状態を把握し、傷害等を負っている場合は応急手当をし、１１９番救急通報

を行います。 

２．警察署に通報すべき事故等の場合は、１１０番通報を行います。 

３．消防署救急隊、警察署への通報後速やかに市原寮事務室にその状況を報告し、管理者の指示

を得ます。なお管理者不在の場合は事務室の指示を得ます。 



 

 

４．消防署救急隊、警察署への通報が困難な場合は、まず市原寮事務室にその状況を報告します。 

５．その他事故発生時の対応等について、社会福祉法人市原寮事故対策指針に基づき対応する。

事故防止のための職員研修を定期的に行い事故再発防止に取り組みます。 

 

１４．非常災害対策 

   消防法施行第 3 条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対する計画に基づき又、消防法

第 8条に規定する防火管理者を設置して非常災害対策を行います。 

 

１５．賠償責任 

   介護支援等により利用者に損害を与えた場合で、市原寮に責任がある場合は速やかに賠償します。 

 

１６．被害請求 

   利用者が故意又は過失により当施設の建物、設備及び備品等を破損した場合は、その被害の弁済を

求めることがあります。 

 

１７．苦情解決 

サービスに対する苦情やご意見、利用料のお支払いや手続きなどサービス利用に関するご相談は以

下の窓口で受け付けます。 

      ○ お客様相談係   市原ショートステイ 担当：相談員／担当者不在の場合はその旨お

伝えいただければ対応させていただきます。 

      ○ 受付時間     月～金曜日 ９：００～１８：００ 

      ○ 電話番号     ０７５－７４１－２２５２ 

      ○ 苦情解決責任者  管理者 薦田 周平 

     （２）本事業所では第三者委員を選任し、地域住民の立場から本事業所のサービスに対するご意見

等をいただいています。利用者は本事業所への苦情やご意見を「第三者委員」に相談するこ

とも出来ます。 

       ○ 第三者委員   ①福本隆治                  ②亀山政臣 

             〇 受付時間    ①月曜日９：００～１２：００ ②月曜日１３：００～１５：００ 

       〇  電話番号    ①０７５－７４１－２６４８  ②０９０－１５９８－９９４７ 

   （３） 苦情内容によっては、行政窓口をご紹介する等対応させていただきます。 

１、左京区役所 健康長寿推進課（高齢介護保険担当）  

        ○  受付時間     月～金曜日 ８：３０～１７：００ 

○ 電話番号     ０７５－７０２－１０７１ 

      ２、北区役所 健康長寿推進課（高齢介護保険担当） 

      ○ 受付時間     月～金曜日 ８：３０～１７：００ 

      ○ 電話番号     ０７５－４３２－１３６６ 

                  ０７５－４３２－１３６４ 

      ３、京都府国民健康保険団体連合会 

       ○  受付時間     月～金曜日 ９：００～１７：００ 

○ 電話番号     ０７５－３５４－９０９０ 



 

 

 

１８．秘密保持 

事業所の従事者または、従事者でなくなったあとも相談等により知り得た利用者、並びにその家族の

秘密については、厳格に取り扱い秘密を守ります。 

 

１９．個人情報の保護 

    サービス担当者会議及び介護保険事務等において情報提供を行う場合や、介護サービスに必要な

氏名の記載等について、「市原寮個人情報保護規定」に基づき対応を行ないます。行事、レクリエ

ーション、クラブ活動など通所利用中の活動写真については、ショートステイ内の掲示及び、パ

ンフレット、お知らせ、広報誌等に掲載する場合があります。 

 

２０．空床利用 

    併設する介護老人福祉施設 市原寮にて入院または退所における空きベッドを使用します。 

    利用希望者は空きベッドのある棟にてサービスをお受けいただきます。 

   介護老人福祉施設 市原寮の利用料に準じた料金となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

市原ショートステイ 重要事項説明書の同意書 

 

市原ショートステイの利用にあたり、利用者に対して、契約書及び重要事項説明書について

説明しました。 

 

説明年月日        令和   年   月   日 

 

説明者氏名        社会福祉法人 市原寮 

                  短期入所生活介護事業所  市原ショートステイ 

 

                                         相談員   薦田 周平   印 

 

 

 

私は、契約書及び重要事項説明書について説明を受け、その内容を了承します。 

私は、介護保険サービスの費用及び希望して保険外サービスの利用を受けた場合にその費

用を支払うことに同意します。 

私は、サービス担当者会議等において利用者及び家族の情報を開示することについて同意

します。 

 

利用者本人 

住所                                                                        

 

氏名                 印 

 

代理人  

      住所                                                                         

 

続柄（            ） 氏名                                 印 

                

 

「重要事項説明書の同意書」に双方が署名・捺印し、各自が「重要事項説明書の同意書」を

保持します。 

 

 


